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定量的空間経済学（Quantitative Spatial Economics; QSE）の展開によって，集積経済理論の知見が計量分
析に応用されつつある．一方で，QSE はそのモデル構造上，輸送費用の低下が集積の崩壊を引き起こすという
特性を持つことが，Akamatsu et al.1) による理論解析により明らかにされている．これは，QSE に基づく計
量分析では，“輸送アクセス改善は人口分布を分散化させる” という結果しか出力されない可能性があることを
意味している．そこで，本研究では，QSE モデルを用いた道路整備効果分析を実施することで，その特性・課
題を具体的に検証することを目的とする．そのために，QSEの代表的な研究例である Allen and Arkolakisモ
デル 2) を用いて，我が国における 1960年から 2005年の高速道路整備の影響を分析し，実空間における QSE
の特徴を確認する．
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1. はじめに

高速道路等の新たな交通基盤整備は，人口・経済活動

の複雑かつ多様な空間的集積および分散を引き起こす．

このような集積・分散のメカニズムを理解・表現し，合

理的な政策評価を可能とする理論的枠組み・モデルを

整備することは,土木計画学分野における重要な課題の

一つである．人口・経済活動の集積および分散が内生

的に生じるメカニズムを理解するには，集積の経済を

考慮した立地均衡の分析が重要となる．

詳細な空間経済データが利用可能になったことを背

景に，集積の経済を導入した理論研究の知見が実空間

のような多地点が存在する空間を対象とした計量分析

へと応用されつつある．定量化の流れは，Redding and

Sturm3)やAllen and Arkolakis2)の研究をその代表例と

する定量的空間経済学（Quantitative Spatial Eco-

nomics; QSE）と呼ばれる潮流が見られる．そして，

過去には到底実行不可能であった多種多様な反実仮想

分析が実現されるようになっている．

一方で，大澤・赤松 4), 大澤 5)によるとQSEには次

に示すような問題点があることが指摘されている：

1. 多極的な集積パターンの捨象：モデル構造上，パ

ラメータの設定によらず一極集中的な集積しか表

現し得ない．

2. 複数均衡の捨象：均衡解が常に一意であるように

パラメータを先見的に仮定している．

さらに，輸送技術の向上 (輸送費用の低下) が集積の崩

壊，すなわち分散を必ず引き起こすことも確認されて

いる．これは QSEを分析に用いる時点で，“輸送アク

セス改善は人口分布を分散化させる” という結果しか

出力されない可能性があることを意味している．

そこで，本研究では，実空間において QSE の特性

および問題点を具体的に検証・把握することを目的と

する．そのために，日本を都市雇用圏を基準とした地

域で分割し，1960年から 2005年における高速道路整

備が人口分布に与える影響に関する反実仮想実験を行

う．より具体的には，地域間の所要時間を 2005年から

1960年まで変化させ，道路整備によって引き起こされ

た人口分布変化を調べる．

本論文の構成は，以下の通りである．第 2章では，本

研究で用いたAllen and Arkolakis2) モデルについて説

明する．第 3章では均衡状態を示した上で，その導出

方法を示す．なお，第 2章，第 3章の内容は基本的に

大澤・赤松 4)と同様であるものの，読者の理解を容易

にするために，その内容を紹介する．次に，実データ

を用いたパラメータの設定方法とその結果を第 4章で

提示する．第 5章では，仮想実験を行うことで，我が

国の 1960年から 2005年における道路整備を模擬した

数値解析を実施する．最後に，第 6章で本研究の成果

をまとめた後，今後の課題を述べる．

2. Allen and Arkolakisモデル

本章では，本研究で分析に用いたAllen and Arkolakis

モデル 2)（以下，“AA論文”，“AAモデル”）につい

て説明する．
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(1) モデルの設定

離散的なK 箇所の立地点を考える．モデルの空間的

スケールとしては地域間スケールを想定し，立地点はそ

の各地点を集約して表現するものとして解釈する．全て

の立地点の集合をK ≡ {0, 1, 2, · · · ,K−1}で表現する．
この経済には，立地点選択主体としてH 人の連続的な

消費者が存在する．各立地点 i ∈ Kに立地する消費者の
数を hi ≥ 0で表現する．これらの消費者は，労働を非

弾力的に 1単位供給する．消費者の空間的立地パター

ンを h ≡ [· · · , hi, · · · ]T ∈ RK
+ によって表現し，すべて

の可能な hの集合をH ≡ {h ∈ R+ |
∑

i∈K hi = H}で
定義する．なお，R+ は非負実数の集合，R++ は正実

数の集合である．

この経済では，各地点 i ∈ K毎にバラエティが差別
化された単一種類の財が生産されているとする．財の

生産は完全競争的であるとし，各地点において財バラ

エティを生産する企業は，消費者から非弾力的に供給

される労働のみを生産要素として投入する．消費者の

立地点間の通勤は考慮せず，すべての消費者は個々人

の立地点において労働を供給する．

AAモデルでは各立地点 iにおいて，その立地点に存

在する消費者数 hiの大きさに依存して外部性が生ずる

と仮定する．各立地点 iの生産性をmi，アメニティを

aiとするとき，これらが各地点の立地者数 hiに依存し

て逓増または提言することを仮定する．前者はある立

地点に労働者が集積するほどその立地点の消費者の労

働生産性が向上することを表現する．後者は混雑外部

性であり，消費者の集積による交通渋滞の悪化・地代の

上昇などを通じた居住環境の悪化を表現する．AAモデ

ルではこれらの外部性は直接仮定される．

(2) 消費者行動

地点 i ∈ Kに居住する消費者の効用関数を,以下のよ

うに特定する：

ui(qji | hi) = ai(hi) ·

∑
j∈K

q
σ−1
σ

ji

 σ
σ−1

. (1)

ここで qji は地点 j ∈ Kで生産される財バラエティの
消費量である．また σ > 1はこれらの財バラエティ間の

代替の弾力性である.この直接効用関数のうち，ai(hi)

は地点 iのアメニティを表現する．ai(hi)は地点 iの労

働者数 hi と以下の関係で結ばれると仮定する：

ai(hi) = āih
−β
i . (2)

ここで āi > 0，β ≥ 0は所与の定数である．β = 0で

あればアメニティは定数 āi である．β > 0ならば収穫

逓減であり，混雑効果による集積の不経済を表現する．

地点 j で生産され地点 iで消費される財の価格を pji

とする．地点 iにおける消費者の賃金をwi ≥ 0とする．

このとき地点 iの消費者の予算制約は次の通りである：

wi =
∑
j∈K

pjiqji. (3)

なお，消費者の賃金を以下のように基準化する：∑
j∈K

wihi = W. (4)

これは経済全体の金銭の量が一定であるという制約

である．立地パターン hに対して賃金ベクトルがとり

うる集合を，W ≡ {w ∈ RK
+ |

∑
i∈K wihi = W}で定

義する．

予算制約の下での消費者の効用最大化によって，消

費者の財各バラエティに対する需要 {qji}および地点 i

における財の価格指数 Pi は次のように定められる：

qji ≡
p−σ
ji

P 1−σ
i

wi. (5)

なお，Pi は地点 iにおける財の価格指数であり，以

下のように定義される：

Pi ≡

(∑
k∈K

p1−σ
ki

) 1
1−σ

. (6)

ただし p ̸= 0.従って,価格ベクトル pおよび賃金率

w が与えられれば，地点 iに居住する消費者の間接効

用 vi は以下のように与えられる：

vi = aiwiP
−1
i . (7)

(3) 企業行動

各地点 i ∈ Kの企業は，労働のみを生産要素として，
完全競争的に財を供給する．完全競争の仮定から，地

点 iにおける財の工場卸し価格を pi とすると，これは

限界費用に一致する：

pi =
wi

mi
.　 (8)

なおここでmiは地点 iにおける労働の集計的な限界

生産性である．miは立地点 iの労働者数 hiと以下の関

係で結ばれると仮定する：

mi(hi) = m̄ih
α
i . (9)

ここで m̄i > 0，α ≥ 0は所与の定数である．α = 0

であれば労働の生産性は定数 m̄iであり，一方 α > 0で

あれば集積の経済を表現する．

財の地点間における輸送は氷塊型の輸送技術に従う

とする．地点 iから地点 j へ 1単位の財を届けるため

には，地点 iにおいて τij > 1単位の財を輸出する必要

があるとする．また τii = 1∀iとする．このとき，地点
iで生産され，地点 jで消費される財の地点 jにおける

価格 pij は，τij と pi を用いて次のように与えられる：

pij = piτij . (10)
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3. 均衡条件

財・労働市場は，消費者が居住地や生産要素（労働）

の供給先を変更できないほど短期で均衡し，長期的に

は消費者は自ら得る効用を最大化するように居住地・生

産要素の供給先を選択することができると仮定する．す

なわち hiを与件とした状況下で財・労働市場が均衡す

る“短期均衡状態”と，消費者の居住地・生産要素（労

働）供給先の選択均衡条件を満たす“長期均衡状態”の

2段階に分ける．そこで，本節では短期均衡条件・長期

均衡条件を順に示す．

(1) 短期均衡条件

短期的には消費者は地点間を移動できないと仮定し，

その条件下での一般均衡状態を考える（“短期均衡”）．

短期均衡条件は財市場の清算条件，消費者の効用最大

化，企業の利潤最大化条件からなる．この短期均衡条

件は賃金が満足するべき方程式，いわゆる“賃金方程

式”に帰着される．

以下ではこの賃金方程式を導出する．まず価格指数

の定義式（6）に利潤最大化価格（式（8），式（9），式

（10））を代入する．その結果，地点 iにおける価格指

数 Pi を賃金 w および消費者の空間的立地パターン h

の関数として表現できる：

Pi =

(∑
k∈K

w1−σ
k mσ−1

k dki

) 1
1−σ

． (11)

ただし dki ≡ τ1−σ
ki とする．この関係を用いれば，地

点 iから地点 j への取引額Xij はXij = pijqijhj よ

Xij =
w1−σ

i mσ−1
i dij∑

k∈K w1−σ
k mσ−1

k dkj
wjhj (12)

と表現できる．企業のゼロ利潤条件より，地点 iにお

ける総収益は，地点 iにおける総賃金と一致する：

wihi =
∑
j∈K

Xji. (13)

これを解けば，短期均衡状態における賃金ベクトル

wが定まる．即ち式（13）が賃金方程式である．ベク

トル表記すれば次のようになる：

[w] · [h] = M̃([w] · [h]), (14a)

M̃ ≡ (diag[w̃])D(diag[DTw̃])−1, (14b)

w̃ ≡ [w]1−σ · [h]α(σ−1). (14c)

ここで行列

D = [dij ] ≡ [τ1−σ
ij ] (15)

は，空間構造を表現する行列であり，Dを空間割引行列

と呼ぶ.ベクトルa，bに対して [a]·[b]は [a]·[b] ≡ [aibi]

なる要素ごとの演算として定義し，同様にベクトルの

要素ごとのべき乗を [a]k ≡ [aki ]と定義する．

賃金方程式から得られる w(h) を用いれば，消費者

の間接効用関数は以下の hの関数で与えられる:

v(h) = [a(h)] · [w(h)] · [P (h)]−1. (16)

(2) 長期均衡条件

長期的には消費者は立地点間を移動できる．従って，

消費者の立地パターンは hは長期的には内生変数であ

る．消費者数を変数とする間接効用関数を用いれば，長

期的な消費者の立地均衡条件は以下の非線形相補性条

件によって表現される：V = vi(h) if hi > 0
,h ∈ H.

V ≥ vi(h) if hi = 0
(17)

(3) 長期均衡条件の安定性

長期均衡状態は安定・不安定なものが複数存在する．

そこで長期均衡の安定性を次に示す replicator dynamic

によって判定する： ḣ = F (h) ≡ diag[h](v(h)− ṽ(h)1),

ṽ ≡ H−1hTv(h).
(18)

replicator dynamicについて，∇F (h)は具体的には

以下のように表現できる:

∇F (h∗) ≡ ψ(h∗)∇v(h∗) + J(h∗), (19a)

ψ(h) ≡ diag[h](I −H−1Ediag[h]), (19b)

J(h) ≡ diag[v(h)− ṽ(h)1]−H−1hv(h)T. (19c)

ただし，E ≡ 11Tはすべての要素が 1で与えられる

K次元正方行列である．ここで∇v(h)は間接効用関数
の Jacobi行列であり，以下で与えられる：

∇v(h) = diag[v(h)](V1(h) + V2(h)), (20a)

V1(h) ≡ (−βI + αM̃T)diag[h]−1, (20b)

V2(h) ≡ (I − M̃T)diag[w]−1∇w(h). (20c)

なお，∇w(h)は w(h)の hに関する Jacobi行列で

ある．

4. パラメータの設定

基準均衡状態（i.e.，政策を実施していない状況下で

の均衡状態）を実データと整合させるためには，パラ

メータを適切に推定・キャリブレートする必要がある．

そこで本節では，データからその数値が得られる hi, wi

が基準均衡状態となるような，短期・長期均衡条件に

関係するパラメータの設定方法を説明し，パラメータ

の推定・キャリブレーション結果を示す．
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(1) 短期均衡条件に関係するパラメータ

本節では，短期均衡条件に関するパラメータである

α, β, τij , σ, m̄iの推定・キャリブレーション方法を示す．

α, β は AA論文の計量分析部分で用いられている値

を使用する．AA論文では，均衡の一意性を採用するた

めに，α−β ≤ 0なるパラメータ設定が分析にあたって

先見的に仮定されている．具体的には，αについては

過去の研究で推定された値を参照し，β については他

のデータに基づいて，(α, β) = (0.1, 0.3)と設定してい

る．これは，実質的に集積力が存在しない状況設定と

なっていることを表している．

輸送費用に関する項 τij を考える．輸送費用に関する

パラメータは容易にデータを得ることができないこと

から，Redding and Venables6) と同様の方法で推定す

る．地域 i，j間の財の輸送額Xij が次のように与えら

れることを利用する：

ln[Xij ] = FXi + ln[{τij}1−σ] + FMj . (21)

ここで，FXi は生産地 iに関する項，FMj は需要地

j に関する項を表す．

本研究では，輸送費用 {τij}1−σ は,地域内 (i.e., i =

j)，地域間 (i.e., i ̸= j)別に以下で与えられると考える：

{τij}1−σ =

{ICi}τIC · {distij}τ if i = j，

{distij}τ if i ̸= j.
(22)

ここで，distij は地域 i, j 間の所要時間である．こ

の所要時間は高速道路・国道・フェリーを利用した

場合の最短所要時間で与える．なお，この最短所要

時間は，高速道路・国道・フェリーの速度を，各々，

80km/h,35km/h,35km/hとして，ArcGISにより計算

した．また地域内の所要時間 distiiは，地域 iの総面積

areaiに応じて地域内輸送距離 2/3
√
(areai/π)を，国道

と同じ速度で移動する場合の所要時間で与える．また，

ICiは地域 iに存在するインターチェンジ数を表す．た

だし，インターチェンジが存在しない地域については

ICi = 1とした．そして次の推定式により τ, τICを得る：

ln[Xij ]

=


FXi + τIC ln [ICaı] + τ ln [distij ] + FMj + ζij

if i = j，

FXi + τ ln [distij ] + FMj + ζij if i ̸= j.

(23)

なお，ζij は誤差項である．

輸送費用パラメータ τ, τIC を（23）から推定するに

は，財の地域間交易額に関するデータが必要となる．し

かし，その詳細なデータを得るのは困難であるため，本

稿では，経済産業省で公開している 2005年（最新）の

地域間産業連関表を用いて推定する．ただし，沖縄は

経済規模が小さく，かつ他地域と極端に離れた位置に

あることから，ここでは省略した．なお，ここで注意

が必要なのは，ここで示したパラメータ推定方法では，

代替弾力性パラメータ σの影響を分離できない点であ

る．すなわち，上記の手法により得られる結果は，あ

くまで {τij}1−σ の推定結果であり，代替弾力性の効果

を除いた輸送技術・道路網の影響を推定できるわけで

はない．

財の代替弾力性 σは，短期均衡条件で用いられてい

ることから理解できるように，{τij}1−σ とは別に推定

する必要がある．ただし，数多くの研究で指摘されて

いるように，代替弾力性 σの適切な推定には，現状で

は困難が伴う．そこで，本研究では，既存研究で推定

された τ の値を利用することとする．

m̄iは，短期均衡条件により設定する．短期均衡条件

を求める際に解くべき非線形連立方程式の変数のうち

hi, wiは，基準均衡状態のデータから得られる．それゆ

え，これまでに得られたパラメータ α, β, τij , σ を用い

れば，m̄i が定まる．

(2) 長期均衡条件に関係するパラメータ

アメニティāiは長期均衡条件を満たすように設定する．

ただし，āi の値は一意に決まらないことから，ā1 = 0

に基準化して残りのパラメータを決定する．

(3) パラメータの推定・キャリブレーション結果

本分析では，1960年, 1985年,2005年時点の高速道

路整備状況は再現できたが，国道・フェリーの整備状

況を再現することが困難であったため，各年代の地域

間距離は高速道路網のみを変更して算出した．ただし，

国道・フェリーの整備水準の変化を反映するために，そ

の速度を (道路統計年報から得られる) 日本全国の国道

実延長距離に応じて調整した．具体的には，X年にお

ける国道・フェリー速度は以下で与えて，所要時間を

計算した：
[X 年の国道の実延長距離]

[2005年の国道の実延長距離]
× 35km/h. (24)

なお，高速道路の速度は全ての年代で 80km/hから変

化させていない．

輸送費用パラメータ τ, τICの推定は，(1)で示した手

順で実施した．その結果，τ, τICが以下の通り得られた：

(τ, τIC) = (−0.77261, 0.49974) (25)

また，wiは，2005年の産業連関表を用いて設定した．

なお，各地域の産業連関表を作成するために，本研究で

は，都道府県毎のデータを各自治体の就業者数に応じ

て分割し，市町村別の産業連関表を作成した．ただし，

札幌市・神戸市・広島市・福岡市・北九州市については

2005 年の産業連関表が存在したことから，そのデータ
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図–1 AAモデルにおける人口シェアと生産性の定数の関係

図–2 AAモデルにおける人口シェアとアメニティの関係

を利用した．それと同時に，北海道・兵庫県・広島県・

福岡県の他市町村については，各道県の産業連関表か

ら上記都市分を差し引いたうえで，就業者数に応じて

比例配分した．その後，各地域に属する市町村のデー

タを合算することで，地域別の産業連関表を作成した．

生産性の定数 m̄i，アメニティāiは，それぞれ短期均

衡条件，長期均衡条件を満足するように推定した．こ

こで，推定された立地点固有効果と AAモデルにおけ

る人口分布の関係を見てみよう．立地点 iの人口シェア

を生産性の定数 m̄i，アメニティāiに対してプロットし

たものをそれぞれ図-1，図-2に示す．生産性の定数は

人口分布の約 48%を，アメニティは約 82%を説明して

いる結果となった．QSEモデルでは，多極集積が内生

的に表現し得ないことから，外生的な立地点固有効果

であるアメニティ，生産性の定数が人口分布に与える

影響が大きく，一般均衡効果が人口分布に与える影響

が小さいと考えられる．

5. 道路整備効果分析

本章では，AAモデルを用いて 1960年から 2005年

の期間に整備された道路を対象に，その効果分析を行

う．数値解析を行うことで，我が国における高速道路

整備がもたらした輸送技術の向上により，どのように

人口が集積・分散するのかを検証する．なお，本分析

1986~2005
~1985

図–3 地域分割結果と 1985年，2005年時点の高速道路整備
状況

は，高山ら 7)と同様の手順で日本国内を都市雇用圏を

基準に分割した，432地域を対象に実施する．具体的な

地域分割結果と高速道路整備状況は図-3に示す．

(1) 道路整備の効果分析の内容

本稿では，1960年から 2005年に整備された道路を対

象とし，高速道路整備が人口分布に与える効果の分析

を実施した．分析は（a）1961年から 2005年，（b）1986

年から 2005年の 2通りの期間を対象とした．いずれの

期間においても，2005年を基準均衡状態として，各年

代の地域間所要時間における人口シェアをそれぞれ求

め，各地域の人口シェアの変化を調べた：

hA
i − hB

i

H
× 100. (26)

ここで，上付き添え字Aは輸送費用変化前の均衡状態，

Bは輸送費用増加後の均衡状態（過去を想定した状態）

を表す．

(2) AAモデルの特性

Akamatsu et al.1), 大澤・赤松 4), 大澤 5) によれば，

QSEはそのモデル構造上，道路整備などによる輸送技

術の向上が分散を必ず引き起こすことが明らかにされ

ている．したがって，解析から得られる人口シェア変

化は，高速道路の配置する区間など道路整備による影

響に加えて，QSEの特性による影響によってもたらさ

れると考えられる．そのため，AAモデルを用いた道路

整備効果分析において，QSEの特性が人口シェアにど

のような影響を与えているかを明らかにするためには，

道路整備による影響とQSEの特性による影響を区別し

て考える必要がある．
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~ -0.1
-0.1 ~ -0.01

0.1~
0.01 ~ 0.1
-0.01 ~ 0.01

図–4 AAモデルの分岐特性

そこで，QSEの特性によってどのような人口シェア

変化がもたらされるかを知るために，本節では，基準

均衡状態から輸送技術を一律で 10%向上させ，AAモ

デルの特性を明らかにする．解析の結果は図-4であり，

人口シェア変化は，人口規模が大きい東京，大阪，名

古屋の 3大都市圏で大幅な減少が見られたほか，福岡，

北九州，神戸でも減少した．一方で，その他の多数の

地域では概ね増加が見られ，輸送技術の向上によるAA

モデルの特性を確認できた．

(3) 高速道路整備の影響評価

（a）1961年から 2005年，（b）1986年から 2005年の

道路整備が人口分布に与える影響を示し，それぞれの人

口シェア変化について説明する．なお，1985年，2005

年時点での高速道路整備状況は図-3に示す通りである．

a) 1961年から 2005年の道路整備効果

東京を中心として政令指定都市，さらには中核市へ

と，複数地域が結ばれ，全国各地で高速道路整備が行

われた．図-5から，人口シェアの変化は，人口規模の

大きな東京，大阪で減少しており，他の地域では増加し

ている．(2)の人口シェア変化と概ね同様の結果が見ら

れたが，人口シェアが増加した地域に注目すると，人

口シェアがより多く増加した地域がいくつかあり，高

速道路の配置や整備した区間による影響を確認できた．

(2)で人口シェアの大幅な減少が見られた名古屋では，

人口シェアが大幅に増加した．これは，東京，大阪から

の分散が非常に大きく，相対的に名古屋の人口シェア

が増加したためであると考える．東京，大阪は人口規

模が非常に大きいことに加えて，東京は東名高速道路

や関越自動車道など，大阪は名神高速道路や中国自動

車道などの複数地域を繋ぐ主要な高速道路の中継点お

~ -0.1
-0.1 ~ -0.01

0.1~
0.01 ~ 0.1
-0.01 ~ 0.01

図–5 （a）1961年から 2005年の道路整備効果

~ -0.1
-0.1 ~ -0.01

0.1~
0.01 ~ 0.1
-0.01 ~ 0.01

図–6 （b）1986年から 2005年の道路整備効果

よび起点となっていることから，東京，大阪において道

路整備による輸送技術の向上の影響が大きくなり，大

幅な人口シェアの減少が引き起こされたと考えられる．

b) 1986年から 2005年の道路整備効果

主に 1985年以前に整備された高速道路から枝分かれ

するように高速道路整備が行われた．図-6から，人口

シェアの変化は，東京で大幅に増加しており，東京周

辺の地域では減少している．1986年以降の高速道路整

備は東北地方や中国地方など東京から離れた地域の整

備が主であり，東京周辺の高速道路網はほとんど変化

していない．したがって，東京では道路整備による輸

送技術の向上の影響が小さく，東京周辺地域からの流

入により人口シェアが増加したと考えられる．

また，中国地方，四国地方で人口シェアの増加が見

られ，(2)と概ね同様の結果が見られた．これは，四国

では高松自動車道が，中国地方では山陽自動車道がそ

れぞれ整備されたことで，近畿地方，中国地方，四国
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地方が高速道路で接続され，道路整備による輸送技術

の向上の影響が大きくなったためであると考えられる．

(4) まとめと考察

(2)では，AAモデルの特性を示し，(3)では AAモ

デルの特性に加えて，整備する区間などの道路整備に

よる人口シェア変化を調べた．解析の結果から，高速

道路が地域全体で整備されるなど輸送技術の向上の影

響が広域的である場合は AAモデルの分岐特性が，高

速道路が部分的に整備されるなど輸送技術の向上の影

響が狭域である場合は道路整備が人口シェア変化に大

きな影響を与えることが分かる．これは，大澤 5)で指

摘されているように，QSEモデルが “内生的な集積メ

カニズムが弱い形で考慮された枠組み” であることが

要因であろう．それゆえ，QSE に基づく社会基盤整備

等の “長期的な影響評価” を実施する際には，その結果

の解釈には注意が必要となることがわかる．

6. おわりに

本研究では，QSEの特徴を具体的に検証するために，

AA モデルを用いて (a)1961 年から 2005 年，(b)1986

年から 2005年に我が国で行われた道路整備を対象に分

析を行った：

1. 多極的な集積パターンの捨象：モデル構造上，パ

ラメータの設定によらず一極集中的な集積しか表

現し得ない．

2. 複数均衡の捨象：均衡解が常に一意であるように

パラメータを先見的に仮定している．

１について，推定したアメニティ，生産性の定数が，AA

モデルで再現される人口分布に強い影響を与えている

ことを確認した．2について，AAモデルの特性を調べ

たうえで，解析結果に AAモデルの特性が人口シェア

変化に影響を与えていることが分かった．現実に見ら

れるような複雑で多様な集積現象を適切に表現するた

めに，モデルの特性が人口分布に影響を与えない，輸

送技術の向上後の挙動が自明でないようなモデルの構

築が必要であると言える．
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